税額控除制度用

受託研究契約書　
　長崎県公立大学法人　理事長　　　　　　　(以下「甲」という。)と　　　　　　　　　　　　　　　(以下「乙」という。)とは、長崎県公立大学法人受託研究取扱規程(以下「受託研究取扱規程」という。)に基づき、次の条項により委託契約を締結する。
  (委託研究等の内容)
第１条　乙は、次の研究等を甲に委託し、甲はこれを受託する。
(1)研究名称
(2)研究目的

(3)研究内容
(4)研究実施期間　　平成　　年　　月　　日～平成　　年　　月　　日
  (5)受託研究担当者  大学・学部
                     職名：              氏名：
  (6)乙が提供する資材、器具等
２　乙は、甲の定める次の条件を受け入れるものとする。

　(1)　乙の都合により、一方的に本契約を解除することができないこと。
(2)　受託研究の結果生じた知的財産権を甲が承継した場合においては、乙に対してその権利を無償で使用させ、又は譲渡することはできないこと。
(3)　受託研究費により甲が取得した設備等は甲に帰属し、研究終了後も返還しないこと。

(4)　受託研究の実施に起因して第三者に損害が発生し、かつ甲に賠償責任が生じた場合には、その損害が受託研究担当者の故意または重大な過失による場合を除き、委託者がその賠償の費用の一切を負担すること。

　(受託研究費の負担及び納付)
第２条　乙が負担する受託研究費及びその明細は、別表第１のとおりとする。

２　乙は、受託研究費を、平成　　年　　月　　日までに、甲が指定する口座に納付しなければならない。

　(研究等の開始)
第３条　甲は、前条第２項による受託研究費（複数年度契約の場合は、初年度納付額）が納付されたことを確認した後、研究等に着手するものとする。

　(受託研究費の返還)
第４条　第２条第２項により納付された受託研究費は、返還しない。ただし、甲が特に必要があると認めるときは、不要となった受託研究費の範囲内において、その全部または一部を返還することができる。

　(乙が負担した費用額の確認及びその方法)

第５条　甲は、乙から受託研究に要した費用の額の妥当性について確認するよう依頼があった場合、その内容について確認を行い、別紙１によりその旨を乙に通知する。ただし、受託研究に要した費用の額は、甲が支出した費用の額のうち、乙が負担したもので、かつ本契約において乙が負担するものと規定されたものに限る。
　(提供資材、器具等)
第６条　甲は、受託研究等の遂行のため、乙が所有する資材、器具、設備、備品等(以下「資材等」という。)を無償で受け入れ、又は使用することができる。この場合、その搬入、取付け、取外し及び搬出に係る費用は、すべて乙の負担とする。
２　甲は、前項に規定する資材等を大学内に搬入することが困難なときは、当該資材等が所在する場所において研究を行うことができる。
３　甲は、この受託研究が終了するまでの間、乙が提供した資材等を善良な管理者の注意をもって管理しなければならない。
４　乙が提供した資材等の瑕疵により、甲又は第三者が損害を被ったときは、乙はその損害を賠償しなければならない。

　(進捗状況の報告)

第７条　甲及び乙は、定期的に会合を開き、本受託研究の進捗状況及び研究成果の報告を行うものとする。会合の結果については、議事録に記録し、甲と乙が相互に署名し、確認するものとする。

(特許権等)
第８条　受託研究に基づく特許出願等の取扱いについては、受託研究取扱規程の定めるところによるものとする。

　(成果品の帰属)
第９条　受託研究の結果生じた知的財産権及び成果品の帰属については、受託研究終了後に、甲及び乙の間で協議のうえ定めるものとする。

　(研究の中止)
第１０条　甲は、本来の教育・研究に支障が生じたとき、又は天災その他やむを得ない事由が生じたときは、乙との協議の上研究を中止し、又は研究期間を延長することができる。この場合に生じた乙の損害について、甲は一切その責めを負わない。

　(契約の解除)
第１１条　甲及び乙は、相手方がこの契約に違反したときは、催告なしにこの契約を解除することができる。

　(結果報告)
第１２条　甲は、受託研究が完了したときは、その結果を乙に通知する。

　(研究成果の公表等)
第１３条　甲及び乙は、受託研究の実施期間中において、相手方以外の者に研究成果を知らせようとするときは、事前に相手方と協議する。
２　甲は、受託研究終了後、原則として研究成果を公表する。

３　特許権等の取得に妨げになる場合、又は乙が甲に対して、業務上の支障があるため研究成果を公表しないよう申し入れをしている場合は、研究成果の公表の時期、及び方法について、甲乙協議の上定めるものとする。

４　乙は、受託研究終了後、その成果を公表しようとするときは、事前に甲と協議するものとする。

　(契約の費用)
第１４条　この契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。

　(信義則)
第１５条　甲及び乙は、信義を重んじ、誠実にこの契約を履行しなければならない。

　(疑義等の決定)
第１６条　この契約に定めのない事項及びこの契約に関し疑義が生じたときは、その都度甲乙協議の上定めるものとする。
　
この契約の締結を証するため、この契約書を２通作成し、甲乙記名押印の上、各自その１通を保有する。
　平成　　　年　　　月　　　日
                         甲　　長崎県佐世保市川下町１２３番地１
                               長崎県公立大学法人理事長　稲永　忍
 乙
別表第１
	区分
	直接経費
	間接経費
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	内　訳
	備品費　　　　　　　　　　　円
消耗品費　　　　　　　　　　円
旅費　　　　　　　　　　　　円
謝金・賃金　　　　　　　　　円
その他　　　　　　　　　　　円
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